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Ⅰ．研究科・専攻の概要・目的 

埼玉大学大学院理工学研究科は、昭和 48 年に設置された大学院工学研究科(修士課程)並びに昭和

53 年に設置された大学院理学研究科(修士課程)より拡充され今日に至っている。平成元年 4 月、わが

国における科学技術振興政策のもと、優れた人材の養成と科学技術の研究・開発を推進するため、本

学と地理的に隣接し優れた研究者を有する理化学研究所と連携した特色ある大学院として理工学研究

科(博士前期課程･博士後期課程)が改組･設置された。設置当初の博士前期課程は理学系 5 専攻、工学

系 6 専攻の計 11 専攻であり、博士後期課程は物質科学専攻、生産情報科学専攻、生物環境科学専攻の

3 専攻であった。その後、社会的ニーズの変化に応えるため、平成 6 年 4 月に博士後期課程に情報数

理科学専攻が、翌年 4 月に博士前期課程に環境制御工学専攻(独立専攻)が設置され、平成 14 年 4 月に

は改組により博士後期課程に環境制御工学専攻(独立専攻)が設置されて、博士前期課程 12 専攻、博士

後期課程 5 専攻となった。平成 18 年 4 月には大学院重点化による理学系分野と工学系分野を一体とす

る改組を行い、研究そして人材育成教育に成果を上げてきた。この時の改組の特徴は融合と連携にあ

り、研究科内の理工融合による博士前期課程 13 コースと博士後期課程 6 コースを設置した。平成 21

年度からは学内に開設した脳科学融合研究センター及び環境科学研究センターとの連携による先端研

究を推進し、我が国初の連携大学院としてスタートした理化学研究所との密接な連携により、社会の

要請する広範囲の教育・研究を可能にしている。現在、連携先研究機関は産業技術総合研究所、埼玉

県環境科学国際センター、埼玉県立がんセンター臨床腫瘍研究所に広がり、これらの機関においても

研究指導を受けることが可能な教育システムを構築している。 

平成 18 年の改組では理学部･工学部及び大学院理工学研究科は教育組織(教育部)と研究組織(研

究部)を分離した。これにより教員は理工学研究科研究部に所属し、研究部から教育部また各学部に出

向き、博士前期課程や博士後期課程、各学部の教育を担当する。教育部の体制として前期課程の専攻

を理工融合体制に組み替え、前期課程と学部の 6 年一貫教育が望ましいことから、専攻の下にコース

を設けて学科と対応させ、大学院教育と学部教育の連続性も考慮している。大学院の学生は理工学研

究科教育部に所属する。平成 22 年 5 月 1 日時点の学生数は博士前期課程 623 名(内留学生 59 名)、博

士後期課程 123 名で、平成 22 年 5 月 1 日現在での専任教員は 207 名である。 

理工学研究科の博士前期課程における教育研究上の目的は次のように述べられている。 

「理工学研究科博士前期課程においては、学部における専門基礎教育をもとに、専門分野のみな

らず基礎から応用にわたる広い関連知識の修得を目指す高度専門教育を通して、独創性のある

国際的なレベルの研究者へ成長するための基礎を備えた人材又は国際的な知識基盤社会におい

て指導的役割を果たすことができる高度専門職業人の育成を教育研究上の目的とする。」 

本プログラムを実施する博士前期課程環境システム工学系専攻は、旧環境制御工学専攻と旧建設

工学専攻の2専攻を平成18年に一つの専攻に改組した学生定員57名の専攻で、環境制御システムコー

スと環境社会基盤国際コースがあり、平成22年5月1日時点で87名(内留学生30名)が在籍している。共

通科目を介して教育上の相互の乗り入れはあるものの、教育目的や受け入れる学生の専門分野・進路

等の点で両コースは異なる部分があるため、各コースで独自の教育プログラムを実施している。 
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Ⅱ．教育プログラムの目的・特色 

１．目的及び養成される人材像 

環境システム工学系専攻の環境社会基盤国際コース及び環境制御システムコースの教育研究上の

目的は次の通りである。 

「環境システム工学系専攻の環境社会基盤国際コースでは、多様化していく社会ニーズに応える

ために、自然環境と調和した社会基盤の計画・設計・施工・維持・管理技術を創造的かつ国際的

に担うことができる人材の育成を目指す。環境制御システムコースでは、地球環境保全の観点か

ら、人間および生物と環境の関わりを体系的に捉え、人間活動による環境への負荷を最小化する

持続可能な循環型社会システムの構築に貢献する人材の育成を教育研究上の目的とする。」「国立

大学法人埼玉大学大学院理工学研究科規程 第 3 条の 2 6（専攻の教育研究上の目的）」 

地域環境保全エキスパート養成プログラムは、環境制御システムコースの教育課程をより充実さ

せる取り組みとして構成されている。 
環境制御システムコースの教育研究上の目的に掲げる人材となることが期待される学生は、それ

ぞれ異なる多様な分野における学部教育を受けた経歴を有して当コースに進学してくる。そのため、

各々の研究分野への学生の関心及び志向性を十分尊重しつつ、教育目標として掲げる「身に付けさせ

る知識・技能」を学生の専門分野に応じて修得させるべく適切に基礎から応用に至る履修を指導し、

環境問題に関して重要な役割を果たす専門家として養成することを目指している。 
地域環境保全エキスパート養成プログラムは、教員が学外の行政団体や NPO、企業等と協議して

設定した現場支援型プロジェクトの研究テーマに関与する学生組織を学生自らが関心・興味に応じて

自主的に運営することを通じて実践的に運営し、実社会での実務経験に近い体験を積むことにより、

地域環境保全のエキスパートとしての高度な環境技術者となる教育機会を与えるものである。 
２． 期待された成果 

地域環境保全エキスパート養成プログラムでは、地域における具体的な現場に関与するプロジェ

クトに参画しながら、教員をはじめとするアドバイザー組織の指導・助言を受けつつ、学生が自主的・

組織的にプロジェクトの企画・運営管理・遂行を行い大学院レベルの研究成果を上げることができる

ように、実践的で実質的な大学院教育課程を組み立てるものである。本教育プログラムでは、現場支

援型プロジェクトの実施を通じて、講義科目による基礎的・体系的な学習との密接な連携を図ると共

に、学生の自立的研究遂行能力やプロジェクトの企画・マネジメント能力を高めることを意図し、実

践的技術者の素養を涵養する実質的な教育効果を上げることが期待されている。 
３． 特色及び独創的な点 

本プログラムでは、特定の地域に関連した環境保全技術や環境修復技術等に関わる現場支援型プ

ロジェクトを複数立ち上げ、実践的な教育効果を高める仕組みを構築している。現場支援型の調査研

究プロジェクトへの学生の主体的な企画・参画を実現するため、学生により構成される自主的な組織

の形成と支援の仕組みを構築している。本プログラムは、地域における現場支援型プロジェクト群を

教育課程に連動させる取り組みであり、具体的な課題を解決するための能力の涵養に有効である。 
現場支援型プロジェクトには、地元に密着した行政連携型(区分 A)と言える「地域の環境保全・

環境修復プロジェクト」と、企業連携型(区分 B)と言える「環境負荷低減技術・環境修復技術開発プ

ロジェクト」がある。区分 A の「地域の環境保全・環境修復プロジェクト」には既に実績がある「Ⅰ．

自然再生プロジェクト」「Ⅱ．環境修復技術の開発プロジェクト」「Ⅲ．国際環境協力への実践プロジェ

クト」「Ⅳ．地域環境形成・まちづくりプロジェクト」の４タイプがある。学生組織は基本的に学生に

より自主的に運営され、この組織に対し定常的に助言・指導を与えるアドバイザーグループをプログ

ラム担当教員、埼玉大学と連携関係にある埼玉県環境科学国際センター、NPO、環境関連民間企業の

技術者等の関係者で組織する。学生は、それらの学外連携組織との協議の場を通じて問題解決を図る

中で専門知識を深めると共に運営能力を高め、社会に求められる高度な人材として育成される。 
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Ⅲ．教育プログラムの実施計画の概要 

１．当初の実施計画の概要（支援期間内に実施しようとした具体的な取組） 

(1) 平成 20 年度の実施計画の概要 

 プロジェクトの対象地域と研究課題を設定し、学生組織、アドバイザー組織の立ち上げを行う。ア

ドバイザー組織は常時指導を行なう担当専任教員、NPO 関係者、企業関係者等を配置し、学生にプロジ

ェクトの進め方の指導を行なう。現場支援型プロジェクトは行政連携型(区分 A)「地域の環境保全・環

境修復プロジェクト」に属する４タイプのプロジェクトから活動を開始する。並行して企業連携型(区

分 B)「環境負荷低減技術・環境修復技術開発プロジェクト」も企業との調整を進めて立ち上げる。海外

の大学等で学生組織の指導をしている教員等を招聘して講演を依頼し情報収集する他、リーダー的役

割を果たす学生をプロジェクトの一環で海外へ派遣し研修を行なう。 

(2) 平成 21 年度の実施計画の概要 

  初年度のプロジェクトの中で継続性があるものは引き続き実施し、新たなプロジェクトについても

アドバイザー組織との協議の上実施する。海外の大学等で学生組織を指導している教員等を招聘し講演

を依頼する他、リーダー的な学生を海外に派遣し研修を行なう。余力のある学生には、企画･マネジメ

ント能力を更に高めるため複数のプロジェクト活動への参加も推奨する。 

(3) 平成 22 年度の実施計画の概要 

  継続性のある現場支援型プロジェクトは引き続き実施し、成果の公表を行う。地元行政組織、民間

企業、住民組織等と協議し、新たなプロジェクトを立ち上げる・３箇年度の活動を総括し外部評価を受

け改善を図り、本プログラムを継続的に運営していく方策を検討する。 

２．カリキュラムの実施状況 

(1) カリキュラムの改訂 

  採択時の審査結果の留意事項への対応として、平成 20 年度にカリキュラムの見直しを行い、本プログ

ラムと課程の履修を表裏一体のものとして推進する構成の新カリキュラムを平成 21 年度より実施した。支

援期間が終了した後も本プログラムを継続する状況を想定し、多岐にわたる環境諸分野を体系化した

カリキュラムで提供するために、学生による系統的な履修が明確に行えるようにカリキュラム改訂の

検討を行った。多様な教育歴を持つ学生の自主性を尊重しながら専門とする研究分野における基礎か

ら応用までの履修を可能とするため、教育目的及び目標に掲げる「身に付けさせる知識・技能」との

対応関係を再確認し、科目間の関連を整理すると共に、環境制御システムコース担当教員の専門であ

る３つの基幹領域に大別される８研究分野【物質循環科学領域：①物質循環制御②環境総合評価】【応

用生態学領域：③応用生態学④遺伝子環境工学】【環境評価学領域：⑤地域環境システム⑥都市基盤工

学⑦環境センシング⑧エコ･エレクトロニクス】との関連を確認した。 
環境制御システムコースでは所定の単位数を取得して修士論文が審査に合格すれば 1 年間で修了

することを認めているため、必修科目は 1 年目で履修できるようになっている。学生には、限られた

時間の中で、関心を持ち知識・技能を向上させたい研究分野における履修が十分できるように、個々

の学生が修得を目指す地域環境保全エキスパートとしての専門知識及び技術の多様性を考慮しつつ、

過年度の入学者への対応、各研究分野における研究の継続性を踏まえて、平成 21 年度より改訂した。 

特に、現場支援型プロジェクトに参加登録する学生のために専門科目に「地域環境保全エキスパ

ート養成インターンシップ」を新設し選択を推奨する。８研究分野毎に「特別輪講Ⅰ」「同Ⅱ」を置

き、修士論文につながる「特別研究Ⅰ」に対応する基礎的な科目と位置づけ、各研究分野の基礎知識

を深めるための文献購読を行う。更に、現場支援型プロジェクトと連動して履修する場合、一体的･

連続的に実施する方がより高い教育効果を期待できるため、従来の「課題抽出法」「実験計画法」を

統合して「課題抽出・実験計画法」とし、調査方法や実験方法の構築、分析や課題発見の能力を磨く

科目とした。「特別輪講」と「課題抽出・実験計画法」を組み合わせることにより、各研究分野毎に

それぞれの方向性を見通しつつ一貫性のある形で履修指導を行うことができる。 
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(2) 教育課程に付加された特色 

  環境制御システムコース

に入学した学生は、興味に応じ

て現場支援型プロジェクトを遂

行する学生組織に参加登録され

る。各学生の指導教員は現場支

援型プロジェクトの調査研究課

題に関連する専門科目の履修を

指導し、「特別輪講」と「課題

抽出法」「実験計画法」(平成 21

年度より「課題抽出・実験計画

法」) を通じて、関連する研究

分野の基礎的素養の涵養を図る。

指導教員が属する研究分野にお

ける知識・技能の習得を目指し

た専門科目を中心とする履修に

加えて、「アドバンスト･インタ

ーンシップ」(平成 21 年度より

「地域環境保全エキスパート養

成インターンシップ」を追加)

の履修と重ねて現場支援型プロ

ジェクトに関わることにより主

体的･自主的な調査研究の実践

的体験を得、「環境制御システム

特別研究Ⅰ」「同Ⅱ」を通じて修

士論文を完成させ、課程修了に至る。       図 1  履修プロセスの概念図 
(3) プログラムの実施体制                  表 1 運営会議の審議事項 
 本プログラムの実施に当たっては、取組実施担当者を構

成員とする大学院 GP 運営会議を設置し、実施体制の責任組織

とした。運営会議はほぼ隔週で毎月 2 回程度開かれる環境制

御システムコース教育会議と併催している。諸案件を機動的

に検討するため大学院 GP ワーキンググループ(WG)を設置し、

主に電子メールによる意見調整を基本として各種の企画・立

案を行い、実質的な運営の一助とした。会議の審議事項は表

1 の項目である。本プログラムの遂行に際しては事務局及び事務室を設けて担当事務職員を置き、様々

な事務的な作業を行なった。担当事務職員と各プロジェクトからの問い合わせに関する対応調整役と

して代表者の他に経理担当教員１名を配置し、機動的な運営管理を行えるよう措置した。 

(4) 現場支援型プロジェクトの設置と学生の参加状況 

各年度の現場支援型プロジェクトの名称、参加登録学生数、区分【行政連携型(区分 A)＝地域の

環境保全・環境修復プロジェクト（Ⅰ．自然再生プロジェクト、Ⅱ．環境修復技術の開発プロジェクト、

Ⅲ．国際環境協力への実践プロジェクト、Ⅳ．地域環境形成・まちづくりプロジェクトの４タイプ）、

企業連携型(区分 B)＝環境負荷低減技術・環境修復技術開発プロジェクト】を表 2、3、4 に示す。研

究テーマや学外連携組織との調整で 1 名でも遂行可能と判断された場合は単独の参加登録を認めた。

各プロジェクトに参加を希望する学生は、予算計画を含む申請書を作成し、大学院 GP 運営会議の承

認を経て登録される。参加登録を認められた学生は、プロジェクトの実質的な調査研究活動の企画・ 
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表 2 平成 20年度の現場支援型プロジェクト一覧(登録順)    運営と実施に関与する責任を負う

こととなり、主体的･自主的に調査

研究の企画を展開する役割を担い、

地域環境保全のエキスパートとし

て高度な実践的教育を受けながら

課程修了に至る。現場支援型プロ

ジェクトに参加登録する学生は表

5 のスケジュールに従いプロジェ

クトの活動を遂行する。 
  表 5 スケジュールの概要 

表 3 平成 21 年度の現場支援型プロジェクト一覧(登録順)     

(5)インターンシップ実施状況 

大多数の学生は 1 年生の時に

インターンシップを履修している。

時期はプロジェクト毎に異なり、

短期集中の他、間隔を置き定期的 

表－4 平成 22 年度の現場支援型プロジェクト一覧(登録順)  に実施された場合も多い。各年度の

インターンシップの事例を写真 1

～8 に示す。海外での事例もある。 

(6) 特別講演会・発表会(ポスタ

ーセッション)の実施状況 

プログラムを推進するため、

招聘講師による特別講演会、ポス

ターセッション形式による現場支

援型プロジェクト発表会、招聘講

師を交えたディスカッションを表

6 に示す通り企画・開催した。全

ての特別講演について動画による

映像記録を残し、専用の web サイ

トを構築して動画配信している

(写真 9)。ポスターセッションに

は講師や学外関係者も参加し、学

生と活発に意見を交わしていた。 
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写真 3 埼玉県内廃棄物

処理企業での廃棄バイオ

マス試料の採集【H20-6

環境修復技術の開発プロ

ジェクト】 

写真 2 NPO や地域住民

と協働の現地調査【H20-8

大血川橋周辺眺望点整備

プロジェクト】 

写真 3 ワークショッ

プで地域住民と協議す

る学生(右端)【H20-9 ア

ジサイ街道再生プロジ

ェクト】 

 

 

 

 

 

 

写真 4 上海大学の学 

生との調査の打ち合わ 

せ【H21-10 国際環境協

力への実践プロジェク 

ト】 

 

写真 5 連携先の NPO 事

務所で活動報告をする学

生たち【H21-16 既成市街

地における景観まちづく

り支援】 

写真 6 連携先の温室で

植物生長の精密計測の指

導を受ける学生【H21-18

環境評価のための植物フ

ォトニックセンシングシ

ステム開発プロジェク

ト】 

写真 7 連携先工場内

で測定の指導を受ける

学生(右 2 名)【H22-11

電気溶接作業現場にお

ける低周波磁界の測定

と解析プロジェクト】 

写真 8 中国の現場で

実測をする学生(右端)

【H22-13 PM2.5 測定手

法に関するチャンバー

実験･フィールド実測

実践プロジェクト】 

 

写真 9 特別講演会の

動画配信映像(20 年度) 

写真 10 パネルディス

カッション(20 年度) 

写真 11 発表会(ポス

ターセッション) 

写真 12 学生と意見を

交わす招聘講師(Eid 博

士)(22 年度) 

 

Ⅳ．教育プログラムの実施結果 

１．教育プログラムの実施による大学院教育の改善・充実について 

(1) 教育プログラムの実施計画が着実に実施され、大学院教育の改善・充実に貢献したか 

① 取組を実施する前の課題 人類の文明社会がもたらした地球規模の環境問題の根本的な解決が

急務となり、地域社会でも様々な取組がされている。他方、環境科学や環境計画を学ぶ学生の環境保

全技術や環境修復技術に対する関心や勉学意欲は高いながら地域に貢献する提案を実現できる場や機

会は極めて限られる。従来はテーマを限定した研究に専念して課程を終える学生が多く、学生時代に

習得した知識や技術を課程修了後実務に活かせるとは必ずしも限らない。しかし環境の分野は現実の

世界そのものが対象であり、研究・教育・実践の連携関係は重要である。地域のニーズに適合した環

境保全・修復技術の開発や環境修復を具体的に実践していくためには、地域住民や NPO 組織、行政

との間の連携や協議が不可欠であり、地域社会の実情や行政の仕組みや意向等を総合的に理解し、ア

イデアを実現できる企業との交渉等、様々な課題をクリアーしなければならない。こうしたことは学 

整理番号E004　埼玉大学



 
 

表 6 特別講演会・発表会(ポスターセッション)の実施状況 

 
生個人では現実的には困難であり、学生同志で協力しながら大学の支援を受けつつ組織的に進めるこ

とが必要になる。この状況に鑑み、様々な環境問題を対象とする現場支援型の調査研究プロジェクト

へ主体的に参画する機会を学生に提供し、高度な環境技術者としての実践力を高めることを意図した。 
② 課題の改善・充実の状況 「大学院教育改革支援プログラム（理工農系）」（組織的な大学院教

育改革推進プログラム）に採択されたことにより、教員の士気が一層高まり、学生もプロジェクトへ

の参加登録をプラスアルファの実践的経験と考える意識が生まれ、環境保全・修復に関わる科目を履

修しつつ行政や関連団体と連携して地域社会の現実的問題に自主的に取り組む現場支援型プロジェク

トを通じて企画・開発の能力を培い、地域貢献・社会貢献につながるプロジェクトの運営責任の一端

を担うことにより責任感が醸成されると共に、具体的な課題を解決するための能力が涵養され、高度

な実践的技術を備えた地域環境保全エキスパートとなる資質が高められた。個々の現場支援型プロジ

ェクトに関係する学外連携組織との協議の場を経験しつつ企画の提案や説明を行い合意形成を図る中

で、学生の自立的研究遂行能力やプロジェクトの企画・マネジメント能力を養うことができ、社会に

求められる人材となる資質が高められた。また、当該教育プログラムの実施経費により、現場支援型

プロジェクトのニーズに適した研究設備が補強され教育研究環境の整備が充実し、大学院教育の水準

の質的な向上が一層図られた 

２．教育プログラムの成果について 

(1) 教育プログラムの実施により期待された成果が得られたか 

① プログラムへの学生の参加状況 各年度の現場支援型プロジェクトの一覧(表 2，3，4)に示した
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通り、平成 20 年度は 18 の現場支援型プロジェクトに参加登録学生延総数 47 名、平成 21 年度は 20
プロジェクトに参加登録学生延総数 60 名、そして平成 22 年度は 23 のプロジェクトに参加登録学生

延総数 59 名が登録され実施された。(参加登録学生延総数は複数のプロジェクトに参加登録した学生

がいることによる総計である) 
② 履修状況 各年度の課程修了者数(3 月修了者)は、平成 20 年度は 23 名、同 21 年度は 22 名、

同 22 年度は 17 名であった。現場支援型プロジェクトに参加登録し修士論文として成果をまとめた学

生も平成 20 年度は修了者 23 名中 14 名、同 21 年度は修了者 22 名中 18 名、同 22 年度は 17 名中 15
名おり、本プログラムに参加登録して所期の成果を上げたことを証する認定書の交付を受けた。必修

科目の「課題抽出・実験計画法」(平成 20 年度は「課題抽出法」「実験計画法」)並びに「環境制御シ

ステム特別研究 1」、選択科目の「環境制御システム特別研究Ⅱ」は課程修了を認められた全員が履修

している。 

③ インターンシップの状況 現場     表 7 インターンシップの単位認定者数 

支援型プロジェクトと連動したインタ

ーンシップの単位認定者数は従前より

約 10 倍に増加した。(表 7) 

④ 学生の活動量：論文数・特許       表 8 学会発表数及び論文発表数 

国内外の学会等の学術講演や論文に公

表した学生も多数に上る。在籍した学

生が発表した論文や学会発表数(表 8)

はプログラム採択後の平成 20 年度以        表 9  就職率の状況 

降の数が在籍学生数に比して増加して

いる。平成 22 年度には研究成果が特許

取得申請に至ったプロジェクト(番号

10)があり、参加登録学生による国際的

学術誌への投稿・掲載件数も全プロジ

ェクト中最多の 5 編となった。 

⑤ 就職状況 就職率は 70%前後で 1

割強が博士後期課程へ進学している

(表 9)。教育目的において期待されて

いる優秀な人材を送り出していると考

えられる。 

⑥ 特別講演会・発表会の参加状況 

各年度に開かれた発表会ではポスター

セッションを通じて学生、教員、学外

連携組織関係者が熱心に意見交換を行

った。現場支援型プロジェクトの参加

登録学生は全員が義務として出席した

他、参加登録外の学生も加わった。工

学部環境共生学科の学生の中にも進学

先となる大学院での研究・教育を知る

絶好の機会として毎回参加する姿が見

られた。入試説明会と併催した時は、

学内外から入試応募予定者 (留学生を

含む)も参加していた。 

⑦ 入学志願状況 志願倍率は 1.5 倍前後で推移している。入試説明会を 1 次募集向けに 5 月中旬、
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2 次募集向けに 12 月下旬に実施し、特に平成 21 年度及び 22 年度は特別講演会・中間発表会と同日に

開催してこれらにも参加できる            表 10 入学志願状況 

ようにした。合格し入学した学

生の間では大学院 GP が大きな

魅力に感じたとの回答が多く、

英語の web サイトを開設した効

果で外国人留学生にもプログラ

ムへの参加意欲が見られる。 

⑧ 自己評価による検証 

 ア)自己評価の目的 地域環境保全のエキスパートとしてどのように育成されているかを直接的に

計量化することは学生が専攻する研究分野の多様性のため一元的に行うことは難しいが、現場支援型

プロジェクトへの取り組みの姿勢、成果の状況を多面的に把握するため、以下の評価を行った。 

イ)発表会（ポスターセッション）の評価     表 11 ポスターセッションの評価項目 

全ての中間発表会及び年度末の成果発表会に

おいてポスター発表の内容及び説明に関する

教員及び学外連携組織関係者による評価を行

った。表 11 の 6 評価項目に関する発表会毎

の評価結果の変化をプロジェクト別に各年度

で比較すると、いずれも最終の成果発表会で高くなる傾向を示し、着実なスキルアップが読み取れた。 

ウ)参加登録学生による自己評価及び担当教員による参加登録学生の評価 プロジェクトへの参加

状況に関する評価について担当教     表 12 プロジェクトへの参加状況に関する評価 

員と学生の評価を比較すると、年

度を追う毎に評価が上がる傾向が

共に見られる。学生にとってプロ

ジェクトへの参加を通して客観的

に自分自身の在り方を見つめる機

会を得られ、主体性・責任感、理解力・観察力・注意力への自覚が促されたと言えよう。学生の自律

性を高めていくトレーニング形態として本プログラムは十分に機能していると考えられる。 

エ)学外連携組織関係者による外部評価 学外の連携組織の関係者に総括的評価を依頼し実施した。

学生の自主性・主体性が高まり、責任感も向上したという結果を得ており、所期の成果が得られた。 
３．今後の教育プログラムの改善・充実のための方策と具体的な計画 

(1) 実施状況・成果を踏まえた今後の課題が把握され、改善･充実のための方策や支援期間終了後の

具体的な計画が示されているか 
① 外部評価による検証 3 箇年度の取り組み全体の実施状況に対して客観的な評価を受けるため

に自主的に外部評価を受けることとし、3 名の外部評価委員(国立大学法人大学院教授、独立行政法人

研究者、環境系 NPO 事務局長)に依頼して外部評価会議を開催した。委員の都合により会議は 2 回に分

けて開催した。 

開催日時：【第 1 回】平成 23 年 2 月 28 日(月) 【第 2 回】平成 23 年 3 月 3 日(木) 

開催場所：埼玉大学大学院 環境制御システムコース 総合研究棟 3 階会議室 

 計画調書に則り、表 13 に示す評価基準(1)～(9)及び「総合評価」を整理して外部評価委員の意

見を仰ぎ、了承された。第 1 回会議での評価方法・基準に関する意見交換の結果、「社会貢献・社会

へのフィードバックが認められるプログラムであるか」を評価基準「その他Ⅰ」として追加すること

となった。これらに関して 5 点満点評価による評価点と共に、具体的意見を得た。その結果は表 12

の通りとなった。評価点は 3 委員の平均値を示す。評価基準(３)及び(９)の項目では他の基準の結果に

比べて相対的に若干低いものの、概ね良好以上の評価を得ている。経費措置は支援期間終了後の枢要
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な課題であり、プログラムの継続性に関わる課題である。現場支援型プロジェクトの有効性について

も高く評価されたが、継続性と拡充への取り組みが示唆されたと考える。 

表 13 外部評価の結果(意見 A,B,C は 3 名の各委員に対応) 

 

② 今後の課題 実施状況・成果を踏まえ、残された今後の課題として以下の点が特に重要である

と認識している。 

ア）経費措置の継続性 外部評価における意見でも指摘がある通り、支援期間終了後の経費措置

は、現場支援型プロジェクトを通じて地域社会との良好な関係を持続する上で不可欠である。 
イ）現場支援型プロジェクトの拡充 地域社会で課題を抱える現場の存在及び学外組織との連携
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を基本とする現場支援型プロジェクトは、行政連携型では相手側の経費措置が難しい場合があり、研

究分野によっても立ち上げが難しい場合もある。これはインターンシップの参加率にも関係する。 
エ）学生のスキルアップ志向と教育目標の関連性の深化 学生の専攻する特定の研究分野におけ

る能力向上は図られているが、他の教育目標への関心が相対的に弱い傾向が推察される。 
③ 改善・充実のための方策と支援期間終了後の具体的な実施計画 
ア）経費措置の継続性 大学本部及び研究科と協議し経費配分を受ける他、現場支援型プロジェ

クト毎の資金獲得についても学外組織と協議する。 
イ）現場支援型プロジェクトの拡充 各プロジ

ェクトの継続及び新設について協議を進める。 

ウ）学生のスキルアップ志向と教育目標の関連

性の深化 科目構成を維持しつつ、学生の視野を広

げて幅広い知識の基盤を形成するよう指導する。 
４．社会への情報提供 

(1) 教育プログラムの内容、経過、成果が大学の

ホームページ・刊行物・カンファレンス等を通じて

多様な方法により積極的に公表されたか 

① ホームページへの掲載 

ア）埼玉大学 web サイトでの公表 人材養成に

関わる教育研究の目的を含む研究科規程、専攻及び

コースの教育研究の目的は埼玉大学のホームページ

及び履修案内で公表している。広報ページで大学院

GP の広報を行い、概要を紹介している。 

イ)環境制御システムコース web サイトでの公表 

環境制御システムコースのホームページを全面的に

更新し、英語版も含めて持続的に充実させている。

大学院 GP の概要と各年度の全ての現場支援型プロ

ジェクトの概要・教育状況・研究成果を紹介してい

る他、発表会で使われた全プロジェクトのポスター

及び成果報告書が pdf でダウンロードできる。特別

講演会・発表会の広報も「お知らせ」のページで毎

回発信している。また動画配信サイトによる情報発

信を、当プログラムの経費で導入した動画配信シス

テムにより構築し、特別講演会等の様子等を web 経

由で動画映像として視聴できるようにした。招聘講

師による講演を、音声とビデオ映像、発表に使われ

たスライドが連動する形で視聴できる。 

② 特別講演会・発表会の開催広報 特別講演

会・発表会の開催案内は大学及びコースの web を活  図 2 コースの web サイトでの公表ページ 

用した他、電子メール広報も行い、紹介パンフレットも送付した。開催後の動画配信のための映像記

録やディスカッションの録音のテキスト編集も学生が行い成果報告書に収録した。 

③ 修士論文中間発表会・修士論文発表会の開催 学生の研究成果である修士論文の発表の場とし

て毎年度当初(4 月)に中間発表会を、年度末(2 月)には修士論文発表会を公開で行っている。各発表会

では事前に作成した要旨集が配布され、またコース内に保管され過去の発表内容が閲覧できる。 

④ 活動報告書の作成・印刷・配布 全ての現場支援型プロジェクトの活動成果を参加登録学生自

身が報告書として取りまとめ、各年度の活動成果報告書に収録し、印刷・配布した。全ての発表会で

整理番号E004　埼玉大学



 
 

掲出された全ポスター、特別講演会の講演概要・上映スライド、ディスカッションの記録等 Web ペー

ジで公表している内容を全て含む。 

⑤ 紹介パンフレットの作成・配布 当プログラム紹介パンフレットを各年度の現場支援型プロジ

ェクトの一覧と共に３回作成し、随時郵送、入試説明会、進学ガイダンス等で配布した。 

⑥ 大学院 GP フォーラムへの参加 平成 21 年 1 月及び平成 22 年 1 月に開催された大学院 GP フォ

ーラムのポスターセッションに参加し、当プログラムの説明を行うと共に紹介パンフレット及び活動

成果報告書を来場者へ配布した。大学院生を同行し、現場支援型プロジェクトの説明を行った。平成

23 年 1 月 25 日に開催されたフォーラムでは当プログラムの紹介パンフレットを来場者へ配布した。 

⑦ メディアにおける紹介等 技術情報誌『OHM』の依頼により、2011 年 1 月号の「知財・教育・安

全」の枠(pp.10-11)に見開きカラー印刷で当プログラムの紹介記事を寄稿し、掲載された。平成 21

年度の現場支援型プロジェクトの活動は読売新聞埼玉地域版(平成 21 年 3 月 3 日付)でも紹介された。 

５．大学院教育へ果たした役割及び波及効果と大学による自主的・恒常的な展開 

(1) 当該大学や今後の我が国の大学院教育へ果たした役割及び期待された波及効果が得られたか 

地域の中の大学を目指す時、次代を担う世代の様々な形のコミットメントが行政や住民組織等か

ら求められている状況を的確に把握する必要がある。学生はその一員となり得るが、従来は NPO 等

の学外組織に所属する以外の形態では学生の自主的な活動が難しい場合が多かった。本プログラムは

大学院で環境分野を学ぶ学生の地域貢献の場として位置づけられると同時に、実践的な教育効果を高

める取り組みであり、同様の環境問題を抱える地域社会と地元大学との関係を構築するモデルの先例

となるものである。平成 20 年度の大学院 GP フォーラムでは東北地方の国立大学他複数の大学より

質問を受け、学部教育における同様の取り組みの導入の参考とされている。平成 21 年には北陸地方

の国立大学より訪問調査を受け、応募申請の参考モデルとして実施状況に関する情報提供を行う等、

期待された波及効果が見られたと考えている。埼玉大学内でも、埼玉県内の見沼田圃地区を対象地域

として、包括連携協定を結んでいる埼玉県やさいたま市の支援・協力を得て、授業や演習を展開する

環境教育を行う学科が経済学部、教育学部で現れている。工学部の環境共生学科では埼玉県と連携し

て北本自然観察公園を環境共生設計演習のフィールドに位置づけ、実現可能な設計案の作成を学生に

よる地域貢献の機会を兼ねた課題としている。当プログラムの平成 20 年度採択を契機として、理工学

研究科博士前期課程の各専攻でも、学外組織との連携を中心とする特別教育プログラムへの関心が高

まっている。外部評価でも「我が国の大学院全体の教育の実質化に波及効果が認められるものとなっ

ているか」という項目に関して成果を高く評価され、大学に所属する外部評価委員は「他の大学でも

実施可能な優れた取り組みである」との見解を示されている。 
(2) 当該教育プログラムの支援期間終了後の、大学による自主的・恒常的な展開のための措置が示

されているか 

本プログラムは地域に根ざした環境活動への大学のコミットメントの場として位置づけられ、環

境活動に興味をもつ学生のネットワークを広げていく契機ともなる。大学内において環境活動に興味

をもつ他専攻あるいは他コース、他の研究科の学生に対しても門戸を開くことにより、更に組織的な

教育改革の道を歩むことができると期待される。大学院 GP 支援期間終了後の大学による自主的・恒

常的な展開のための措置についても、教育課程との連動する特色ある教育プログラムとして位置づけ

ていることから、学内における経費配分を全学並びに研究科で行い、併せて当該コースでも経費配分

を調整し、大学院 GP としての形態を保つべく財政的措置を講じる努力を継続していく。 

現場支援型プロジェクト毎に財源を確保するという方向も検討する。現場に連動するプロジェク

トは、行政や企業等からの外部資金による予算措置を受けながら進めていくことも考えられる。実際、

本プログラムの発表会に参加された民間企業の中に自社のプロジェクトの評価を研究課題とする現場

支援型プロジェクトの立ち上げを打診してきたところがあり、可能性は高い。続的に運営していくこ

とにより、地域の行政機関、住民組織、民間会社等からの認知や信頼度も高まることが期待される。

このような将来的展望を抱きつつ次年度以降の取り組みに臨んでいく。 
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組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会における評価 

 

【総合評価】 

■Ａ  目的は十分に達成された 

□Ｂ  目的はほぼ達成された 

□Ｃ  目的はある程度達成された 

□Ｄ  目的はあまり達成されていない 

〔実施（達成）状況に関するコメント〕 

環境問題の解決は、現場の知識と実地調査体験が不可欠である。その点、本プログラムは

多彩なプロジェクトを地域連携の形で実施し、学生にとって環境問題解決への様々な体験を

させることができており、地域社会と地元大学が連携していくモデルともなったと言える。

社会への情報提供については、ホームページ、講演会等を通じて、積極的に行われている。

留意事項については、カリキュラムの改正が行われ対応されている。 

 本教育プログラムが支援期間終了後も継続されることを期待する。 

（優れた点） 

地域貢献をインターンシップという形で大学･地域連携モデルを構築し、地域環境体験の場

を数多く作った。連携モデルとしても評価でき、学士課程にも応用できる教育プログラムが

できたと言える。 

 

（改善を要する点） 

教育プログラムの効果を定量的に表す評価軸を開発する必要がある。地元との連携の量的

な構築はできたが、大学院生のその後の環境保全行動、コミュニケーション能力の向上、知

識の関係性の学習など、能力の評価については、ＥＳＤ（Education for Sustainable 

Development）などで論議されていることを参考にされたい。 
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